
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 150,646,288   固定負債 71,593,462

    有形固定資産 146,053,649     地方債等 48,356,306

      事業用資産 63,702,293     長期未払金 58,664

        土地 39,692,328     退職手当引当金 4,451,768

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 18,726,724

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 10,026,144

        建物 86,495,639     １年内償還予定地方債等 7,362,569

        建物減価償却累計額 -64,169,994     未払金 1,470,915

        建物減損損失累計額 -     未払費用 4,595

        工作物 4,409,027     前受金 1,222

        工作物減価償却累計額 -2,780,927     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 584,016

        船舶 -     預り金 502,984

        船舶減価償却累計額 -     その他 99,842

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 81,619,606

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 152,874,664

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -75,608,784

        航空機 -   他団体出資等分 48,372

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 100,671

        その他減価償却累計額 -44,451

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 74,603,029

        土地 28,863,045

        土地減損損失累計額 -

        建物 4,102,864

        建物減価償却累計額 -2,301,499

        建物減損損失累計額 -

        工作物 93,248,542

        工作物減価償却累計額 -53,488,751

        工作物減損損失累計額 -

        その他 3,687,429

        その他減価償却累計額 -2,335,077

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 2,826,475

      物品 17,917,018

      物品減価償却累計額 -10,168,691

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 142,735

      ソフトウェア 119,748

      その他 22,987

    投資その他の資産 4,449,903

      投資及び出資金 125,063

        有価証券 49,705

        出資金 75,358

        その他 -

      長期延滞債権 563,888

      長期貸付金 151,432

      基金 3,044,894

        減債基金 352,155

        その他 2,692,739

      その他 735,215

      徴収不能引当金 -170,589

  流動資産 8,287,493

    現金預金 4,319,505

    未収金 1,638,734

    短期貸付金 -

    基金 2,228,376

      財政調整基金 2,228,376

      減債基金 -

    棚卸資産 41,431

    その他 69,036

    徴収不能引当金 -9,590

  繰延資産 76 純資産合計 77,314,251

資産合計 158,933,857 負債及び純資産合計 158,933,857

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 5,094

    その他 9,889

純行政コスト 34,401,946

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 5,146

  臨時利益 14,983

  臨時損失 5,267

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 121

    使用料及び手数料 11,135,762

    その他 1,101,206

純経常行政コスト 34,411,662

      社会保障給付 3,826,323

      その他 112,255

  経常収益 12,236,968

        その他 982,503

    移転費用 22,419,064

      補助金等 18,480,486

      その他の業務費用 1,418,087

        支払利息 374,208

        徴収不能引当金繰入額 61,376

        維持補修費 301,342

        減価償却費 4,608,569

        その他 34,395

        その他 815,932

      物件費等 13,150,559

        物件費 8,206,253

        職員給与費 7,800,627

        賞与等引当金繰入額 579,444

        退職手当引当金繰入額 464,917

  経常費用 46,648,630

    業務費用 24,229,566

      人件費 9,660,920

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日

至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 76,572,870 154,798,740 -78,225,869 -

  純行政コスト（△） -34,401,946 -34,401,946 -

  財源 36,410,076 36,410,076 -

    税収等 21,853,834 21,853,834 -

    国県等補助金 14,556,241 14,556,241 -

  本年度差額 2,008,130 2,008,130 -

  固定資産等の変動（内部変動） -637,239 637,239

    有形固定資産等の増加 3,548,342 -3,548,342

    有形固定資産等の減少 -4,707,749 4,707,749

    貸付金・基金等の増加 1,331,522 -1,331,522

    貸付金・基金等の減少 -809,355 809,355

  資産評価差額 -825 -825

  無償所管換等 -1,292,940 -1,292,940

  他団体出資等分の増加 -48,372 48,372

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 24,823 5,154 19,668 -

  その他 2,193 1,774 419

  本年度純資産変動額 741,380 -1,924,076 2,617,085 48,372

本年度末純資産残高 77,314,251 152,874,664 -75,608,784 48,372

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日

至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 368,658

本年度歳計外現金増減額 -21,572

本年度末歳計外現金残高 347,086

本年度末現金預金残高 4,319,505

財務活動収支 -2,329,795

本年度資金収支額 266,650

前年度末資金残高 3,686,102

比例連結割合変更に伴う差額 19,666

本年度末資金残高 3,972,419

    地方債等償還支出 8,919,594

    その他の支出 94,796

  財務活動収入 6,684,595

    地方債等発行収入 6,686,595

    その他の収入 -2,000

    資産売却収入 34,440

    その他の収入 5,413

投資活動収支 -3,282,394

【財務活動収支】

  財務活動支出 9,014,390

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,363,097

    国県等補助金収入 747,731

    基金取崩収入 488,821

    貸付金元金回収収入 86,692

  投資活動支出 4,645,491

    公共施設等整備費支出 3,506,912

    基金積立金支出 1,039,379

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 99,200

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 4,573

  臨時収入 1,641

業務活動収支 5,878,839

【投資活動収支】

    税収等収入 20,994,597

    国県等補助金収入 14,223,189

    使用料及び手数料収入 11,200,665

    その他の収入 1,158,270

  臨時支出 4,573

    移転費用支出 22,401,520

      補助金等支出 18,462,942

      社会保障給付支出 3,826,323

      その他の支出 112,255

  業務収入 47,576,721

    業務費用支出 19,293,429

      人件費支出 9,461,186

      物件費等支出 8,540,710

      支払利息支出 374,208

      その他の支出 917,326

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日

至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 41,694,949



注記（連結） 

 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」に定める評価基準及び評価方法としてい

ます。ただし、地方公営企業法が適用される会計については、地方公営企業会計基準によ

ります。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

市場価格があるものは会計年度末における市場価格とし、市場価格がないものは出資

金額としています。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 、無形固定資産ともに定額法を採用してい

ます。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

徴収不能引当金は、過去 5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

退職手当引当金は、地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担

見込額算定方法により算出した額を計上しています。 

賞与等引当金は、翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対

する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています。少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃

貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。なお、現金及び現金同等物は、出納整理期間中の取引により発生する

資金の受払いも含んでいます。 

 

（７） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理については、税込方式としています。ただし、地方公営企業法が適

用される会計等については、税抜方式としています。 

 

 



２ 重要な会計方針の変更 

   重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報 

（１） 連結財務書類の連結対象団体（会計）は、国民健康保険事業特別会計、職員退職手当管
理特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療保険特別会計、病院事業会計、介護老

人保健施設事業会計、水道事業会計、下水道事業会計、安室ダム水道用水供給企業団、

兵庫県後期高齢者医療広域連合、赤穂駅周辺整備株式会社、公益財団法人赤穂市文化

とみどり財団です。 

 

（２）地方自治法 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）との出納整理期間を設けている団

体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が

終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の金額は四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 

（４）繰越事業に係る将来の支出予定額は 1,705,670千円です。 

 

（５）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

固定資産等形成分については、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基

金等を加えた額を計上しています。 

余剰分（不足分）については、純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた額

を計上しています。 


